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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第10期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第11期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第10期

会計期間
自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日

自　平成22年４月１日　　　
　　　　　　　　　　至　平成22年

６月30日

自　平成21年４月１日　　　
　　　　　　　　　　至　平成22年

３月31日

売上高 (百万円) 100,209 113,447 426,357

経常利益 (百万円) 6,367 8,067 29,020

四半期(当期)純利益 (百万円) 2,994 4,173 13,916

純資産額 (百万円) 148,154 162,450 163,949

総資産額 (百万円) 387,674 395,661 392,758

１株当たり純資産額 (円) 740.62 791.54 789.89

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 16.19 21.67 73.64

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 15.27 21.11 70.03

自己資本比率 (％) 35.3 38.2 39.0

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 7,745 2,091 44,592

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △6,596 △6,500 △ 25,820

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △5,566 1,244 △20,615

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 18,855 18,647 21,528

従業員数 (名) 7,967 8,245 7,925

(注)　１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。
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２ 【事業の内容】

　当社は、当第１四半期連結会計期間からセグメントを変更しています。変更の内容については、「第５　経

理の状況 １ 四半期連結財務諸表　注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりです。 

　当社「エア・ウォーター」グループは、当社、連結子会社62社、持分法適用非連結子会社１社、持分法適用

関連会社８社、持分法非適用の非連結子会社51社および関連会社47社の合計170社で構成され、セグメント

ごとの主要な会社は以下のとおりです。

平成22年６月30日現在

セグメント名称 主要な会社

産業ガス関連事業

当社、エア・ウォーター炭酸㈱、エア・ウォーター・ハイドロ㈱、関東エア・

ウォーター㈱、中部エア・ウォーター㈱、近畿エア・ウォーター㈱、九州エア・

ウォーター㈱、北海道エア・ウォーター㈱、泉北酸素㈱、東北エア・ウォーター㈱、

新潟エア・ウォーター㈱、四国エア・ウォーター㈱、紀州エア・ウォーター㈱、日

本ファインガス㈱、共同炭酸㈱、㈱ダイオー、大宝産業㈱、エア・ウォーター・プラ

ントエンジニアリング㈱、エア・ウォーター・メンテナンス㈱、エア・ウォーター

薬化㈱、新日化エア・ウォーター㈱、神鋼エア・ウォーター・ガス㈱、日本ヘリウ

ム㈱、エア・ウォーター・テクノサプライ㈱、しなのエア・ウォーター㈱、北海道

エア・ウォーター・エンジニアリング㈱、㈱クリオ・エアー、苫小牧共同酸素㈱、

神鋼エア・ウォーター・クライオプラント㈱、㈱ガスネット　その他３社

エレクトロニクス関連事業
当社、大同エアプロダクツ・エレクトロニクス㈱、㈱プリンテック、井上喜㈱、㈱堺

ガスセンター　その他11社

ケミカル関連事業 当社、サンケミカル㈱、㈱シーケム

医療関連事業
当社、エア・ウォーター防災㈱、東京エア・ウォーター㈱、中国エア・ウォーター

㈱、九州エー・ダブリュー・アイ・メディカル㈱、西村器械㈱　その他15社

エネルギー関連事業
当社、東日本エア・ウォーター・エネルギー㈱、道央エア・ウォーター㈱　その他

14社

その他の事業

当社、相模ハム㈱、㈱日本海水、タテホ化学工業㈱、エア・ウォーター・ゾル㈱、㈱

エア・ウォーター企業、エア・ウォーター・マッハ㈱、春雪さぶーる㈱、エア・

ウォーター物流㈱、エア・ウォーターＮＶ㈱、エア・ウォーター・ソフテック㈱、

エア・ウォーター工業㈱、サミット小名浜エスパワー㈱、パナソニック電工ＡＷＥ

㈱　その他９社

(注) １　東海エア・ウォーター㈱は平成22年４月１日付で中部エア・ウォーター㈱に商号変更しております。

       ２　道央エア・ウォーター・エネルギー㈱は平成22年４月１日付で道央エア・ウォーター㈱に商号変更しており

ます。

　

３ 【関係会社の状況】

(1) 合併

主に高圧ガス等の販売を行っておりました北海道エア・ウォーター㈱と、主に医療ガス設備の保守・

点検、福祉介護用品の販売・レンタルを行っておりましたエー・ダブリュー・アイ・メディカルサービ

ス㈱は、当第１四半期連結会計期間において、エア・ウォーター・エネルギー㈱と合併し解散したため、

関係会社に該当しなくなりました。なお、本合併に伴い、存続会社であるエア・ウォーター・エネルギー

㈱は北海道エア・ウォーター㈱に商号を変更しております。

　主に特殊製法塩の製造・販売を行っておりました旭ソルト㈱、赤穂ソルト開発㈱及び讃岐ましお㈱の３

社は、当第１四半期連結会計期間において、㈱日本海水と合併し解散したため、関係会社に該当しなくな

りました。
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(2) 除外

該当事項はありません。

　

(3) 新規

名称 住所

資本金　　　　
　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　
　　　　　　　　
（百万円）

主要な事業の内容
議決権の
所有割合
（％）

関係内容

(連結子会社)
近畿エア・ウォーター株式会社
（注）１

大阪市
西区

350
高圧ガス等の移充
填・販売

100.00
当社の製商品の販売をして
いる。役員の兼任４名（３
名）

エア・ウォーターＮＶ株式会社
（注）１

兵庫県
尼崎市

90金属表面処理事業 100.00役員の兼任３名（２名）

エア・ウォーター食品物流株式
会社　
（注）２

仙台市
宮城野区

40
食品低温物流・倉
庫事業

100.00
(100.00)

──

井上喜株式会社　
（注）１

福岡市
博多区

150
半導体・化学工業
薬品等の販売及び
輸出入

67.62役員の兼任３名（３名）

精研医科工業株式会社
（注）２

大阪府
摂津市

50
医療機器・器具製
造・販売・保守、
手術室内装事業

100.00
(100.00)

──

(持分法適用関連会社)
株式会社ガスネット　
（注）１

堺市
堺区

46
高圧ガス等の製造
・販売

 45.00役員の兼任３名（１名）

(注) １「関係内容」欄の役員の兼任の（内書）は提出会社において従業員であるものの数であります。

２「議決権の所有割合」欄の（内書）は間接所有であります。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成22年６月30日現在

従業員数(名) 8,245（2,137）

(注)　従業員数は就業人員数であり、従業員数欄の（外書）は当第１四半期連結会計期間の平均臨時雇用者数でありま

す。

　

(2) 提出会社の状況

平成22年６月30日現在

従業員数(名) 931

(注)　１　従業員数は、就業人員数であります。

２　前事業年度末に比べ従業員数が179名減少しておりますが、この減少の大部分は平成22年４月１日に実施した

支社機能及び金属表面処理事業の会社分割による完全子会社への承継に係る出向者の増加によるものであり

ます。

　

EDINET提出書類

エア・ウォーター株式会社(E00792)

四半期報告書

 4/40



第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第１四半期連結会計期間における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。
　

セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同四半期比(％)

産業ガス関連事業 10,480 ―

エレクトロニクス関連事業 2,961 ―

ケミカル関連事業 15,714 ―

医療関連事業 3,087 ―

エネルギー関連事業 ― ―

その他の事業 10,395 ―

合計 42,639 ―

(注) １　金額は、販売価格によっており、セグメント間の内部振替前の数値によっております。
２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　
(2) 受注実績

製品のほとんどが見込生産であります。

　
(3) 販売実績

当第１四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。
　

セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同四半期比（％）

産業ガス関連事業 31,591 ―

エレクトロニクス関連事業 11,751 ―

ケミカル関連事業 20,358 ―

医療関連事業 14,566 ―

エネルギー関連事業 10,726 ―

その他の事業 24,453 ―

合計 113,447 ―

(注) １　セグメント間の取引については、相殺消去しております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。
　

相手先

前第１四半期連結会計期間 当第１四半期連結会計期間

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％)

住友金属工業㈱ 13,360 13.3 18,763 16.5

　　（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前連結会計年

度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。
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３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

　
４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループ(当社及び連結子会社)

が判断したものであります。
　

(1) 経営成績の分析

当第１四半期連結会計期間における経営環境は、建設関連や地域経済が依然として厳しい状況を続け

たものの、旺盛な新興国需要を背景とした輸出関連企業の好調な生産活動や、政府による景気対策の効果

など、前年度第４四半期連結会計期間に引き続き改善傾向で推移いたしました。

　こうしたなかで、産業ガス・エレクトロニクス・ケミカルなど産業向けビジネスにおける大口顧客を中

心とした需要回復、並びに海水事業・エアゾール・高度病院医療設備工事をはじめとする小規模ながらも

収益性の高い多様な事業群の堅実な成長により「ねずみの集団経営」が成果を発揮し、業績は好調に推移

いたしました。

　この結果、当第１四半期連結会計期間における連結業績はリーマンショック直前の2008年度第１四半期

連結会計期間の水準を上回るところとなり、売上高は1,134億４千７百万円（前年同期比113.2％）、営業

利益は74億５千５百万円（同115.4％）、経常利益は80億６千７百万円（同126.7％）、四半期純利益は41

億７千３百万円（同139.4％）となりました。

　

　各セグメントの概況は次の通りです。

　

＜産業ガス関連事業＞

　産業ガス関連事業は、鉄鋼オンサイトが前年度下半期からの回復基調を一層強め、高水準の生産が続く特

殊ガラス向けとともに好調に推移しました。そのほか、化学・自動車・電子部品なども堅調に回復してま

いりました。また、地域拠点の強化を目的に、長野県松本市にＶＳＵ９号機の建設を開始いたしました。

　以上の結果、当セグメントの売上高は315億９千１百万円、経常利益は30億９千７百万円となりました。

　

＜エレクトロニクス関連事業＞

　エレクトロニクス関連事業は、世界的需要の急拡大と政府による内需刺激策によってフラットパネル

ディスプレイや半導体などの生産が高操業を維持するなか、高水準のガス供給が続きました。特に、半導体

並びにＬＥＤ向け特殊材料の販売が好調に推移いたしました。また、当第１四半期連結会計期間より化学

品・電子材料専門商社である井上喜㈱を新規連結いたしました。

　以上の結果、当セグメントの売上高は117億５千１百万円、経常利益は10億２百万円となりました。
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＜ケミカル関連事業＞

　ケミカル関連事業は、基礎化学品が、鉄鋼の操業度回復に伴う原料増産による販売数量の増加並びに販売

価格の上昇により順調に推移いたしました。ファインケミカルは、電材向け機能化学品の販売が増加した

ものの、農薬向けの精密化学品が伸び悩みました。タール蒸留事業は、旺盛な海外需要を受け、電気炉電極

用ピッチコークスの需要が急速に回復いたしました。

　以上の結果、当セグメントの売上高は203億５千８百万円、経常利益は９億７千万円となりました。

　

＜医療関連事業＞

　医療関連事業は、医療用酸素が地域製造拠点ＶＳＵの活用により、製造・物流面における合理化が進展し

堅調に推移いたしました。医療機器は、ＮＩＣＵの増床に伴う小児用人工呼吸器の販売拡大により順調に

推移いたしました。ＳＰＤ・受託滅菌サービスにおいては、コスト削減や収益構造の改革を図るとともに、

新規病院の受注に努め、収益改善が進捗いたしました。病院設備工事は、美和医療電機㈱との連携を一層強

化し、高度医療設備工事分野でのさらなる受注拡大に努めました。

　以上の結果、当セグメントの売上高は145億６千６百万円、経常利益は６億９千万円となりました。

　

＜エネルギー関連事業＞

　エネルギー関連事業は、ＬＰガスは堅調な家庭用に加え、工業用にも一部需要回復が見られ販売数量が増

加いたしました。また、灯油は春先の寒冷な気候の影響で堅調な出荷が続きました。今期より本格的な販売

を開始した「ハイブリッド給湯暖房システム」は、認知度が高まるなか順調に受注を拡大しております。

　以上の結果、当セグメントの売上高は107億２千６百万円、経常利益は５億６千６百万円となりました。

　

＜その他の事業＞

　物流事業は、一般物流の荷扱量回復及び食品物流分野での新規事業受託等により、燃料コストの上昇を吸

収し順調に推移いたしました。食品事業は、量販店向けが厳しい状況で推移しましたが、業務用生ハムや新

商材ソース・スイーツの拡販などにより堅調に推移いたしました。海水事業のうちマグネシア事業は、電

磁鋼板用酸化マグネシウムが引き続き堅調に推移したのをはじめ、ＰＤＰ用マグネシア、ヒーター用電融

マグネシア並びにセラミック製品の需要が回復してまいりました。塩事業は、焼塩(やきしお)等特殊製法

塩の拡販並びに調達効率化等のコスト改善により順調に推移いたしました。エアゾール事業は、人体用品

が化粧品メーカーの新規顧客獲得に成功するなど、順調に推移いたしました。

　以上の結果、当セグメントの売上高は244億５千３百万円、経常利益は14億３千８百万円となりました。

　

(2) 財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間末の総資産は、固定資産の増加などにより前連結会計年度末に比べて29億

２百万円増加し、3,956億６千１百万円となりました。負債は流動負債の増加などにより前連結会計年度末

に比べて44億２百万円増加し、2,332億１千１百万円となりました。純資産は、自己株式の取得やその他有

価証券評価差額金の減少などにより前連結会計年度末に比べて14億９千９百万円減少し、1,624億５千万

円となりました。

　なお、１株当たり純資産は前連結会計年度末の789.89円から791.54円となり、自己資本比率は前連結会計

年度末の39.0％から38.2％になりました。
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(3) キャッシュ・フローの状況の分析

当第１四半期連結会計期間に係る区分ごとのキャッシュ・フローの状況は以下のとおりであります。

　
(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当第１四半期連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、法人税等の支払額が増加し

たことなどにより、前年同四半期連結会計期間に比べ56億５千３百万円収入が減少し、20億９千１百万円

の収入となりました。

　
(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当第１四半期連結会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による

支出が減少したことなどにより、前年同四半期連結会計期間に比べ９千５百万円支出が減少し、65億円の

支出となりました。その結果、営業活動によるキャッシュ・フローと投資活動によるキャッシュ・フロー

を合算したフリー・キャッシュ・フローは、前年同四半期連結会計期間に比べ55億５千７百万円減少し、

44億８百万円の支出となりました。

　
(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当第１四半期連結会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、借入れによる収入などによ

り、前年同四半期連結会計期間に比べ68億１千万円収入が増加し、12億４千４百万円の収入となりました。

　
以上の結果、現金及び現金同等物の当第１四半期連結会計期間末残高は前連結会計年度末残高に比べ28

億８千１百万円減少し、186億４千７百万円となりました。

　
(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。

　
(5) 研究開発活動

当第１四半期連結会計期間の研究開発費の総額は８億５百万円であります。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

提出会社

当第１四半期連結会計期間に以下の設備を取得いたしました。

事業所名

（所在地）

セグメントの

名称
設備の内容

帳簿価額（単位　百万円）
従業

員数

（名）

土地 建物及び

構築物

機械装置

及び運搬具

リース

資産
その他 合計

面積（㎡） 金額

需要家先設置

ガス発生装置

(需要家先各所)

エレクトロニクス

関連

高圧ガス

製造設備
─ ─ ─ 17 1,808 ─ 1,825 ─

和歌山工場

（和歌山県和歌山市）
産業ガス関連

高圧ガス

製造設備
─ ─ ─ 1,581 ─ ─ 1,581 ─

　
提出会社は、平成22年４月１日付で実施した会社分割により以下の設備を連結子会社10社へ承継させ

ております。

（平成22年４月１日現在）

会社名

（所在地）

セグメントの

名称
設備の内容

帳簿価額（単位　百万円）
従業

員数

（名）

土地 建物及び

構築物

機械装置

及び運搬具

リース

資産
その他 合計

面積（㎡） 金額

東北エア・ウォーター㈱

(仙台市若林区)

産業ガス関連

エレクトロニクス

関連

医療関連

各種ガス供

給設備、他
5,469 215 289 406 ― 1 913 10

関東エア・ウォーター㈱

（東京都港区）

産業ガス関連

エレクトロニクス

関連

エネルギー関連

各種ガス供

給設備、他
─ ─ 277 537 ─ 1 817 25

東京エア・ウォーター㈱

（東京都府中市）
医療関連

各種ガス供

給設備、他
─ ─ 33 64 ─ 3 101 1

新潟エア・ウォーター㈱

（新潟県阿賀野市）

産業ガス関連

エレクトロニクス

関連

医療関連

各種ガス供

給設備、他
― ― 61 73 ― 0 135 3

中部エア・ウォーター㈱

（名古屋市緑区）

産業ガス関連

エレクトロニクス

関連

医療関連

エネルギー関連

各種ガス供

給設備、他
10,196 351 168 533 ― 3 1,056 16

近畿エア・ウォーター㈱

（大阪市西区）

産業ガス関連

エレクトロニクス

関連

医療関連

エネルギー関連

各種ガス供

給設備、他
― ― 7 703 ― 5 716 45

中国エア・ウォーター㈱

（岡山市北区）

産業ガス関連

医療関連

エネルギー関連

各種ガス供

給設備、他
12,169 293 48 40 ― 0 381 16

四国エア・ウォーター㈱

（香川県綾歌郡）

産業ガス関連

エレクトロニクス

関連

医療関連

エネルギー関連

各種ガス供

給設備、他
7,419 210 46 10 ― 4 272 ―

九州エア・ウォーター㈱

（福岡市博多区）

産業ガス関連

エレクトロニクス

関連

医療関連

エネルギー関連

各種ガス供

給設備、他
29,224 393 172 749 ― 14 1,328 10

エア・ウォーターＮＶ㈱

（兵庫県尼崎市）
その他の事業

表面処理設

備、他
― ― 266 995 ― 20 1,282 14
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(2) 設備の新設、除却等の計画

当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等に

ついて、重要な変更はありません。

また、当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 480,000,000

計 480,000,000

　
② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成22年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年８月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 194,205,057194,205,057

東京証券取引所
(市場第一部)
大阪証券取引所
(市場第一部)
札幌証券取引所

単元株式数は1,000株であります。

計 194,205,057194,205,057― ―

(注)　提出日現在の発行数には、平成22年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行さ

れた株式数は含まれておりません。

　
(2) 【新株予約権等の状況】

当社は、会社法に基づき新株予約権及び新株予約権付社債を発行しております。当該新株予約権及び新株予約権付

社債の内容は次のとおりであります。

①平成19年８月８日開催の当社取締役会の決議に基づき、平成19年８月31日に発行した新株予約権の内容

第１回新株予約権（株式報酬型ストックオプション）

　
第１四半期会計期間末現在
(平成22年６月30日)

新株予約権の数（個） 533

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ─

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 53,300（注１）

新株予約権の行使時の払込金額 新株予約権の行使により発行（移転）する株式１株につき１円

新株予約権の行使期間 平成19年９月１日～平成39年８月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式
の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　1,002
資本組入額　501

新株予約権の行使の条件 （注２）

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権の譲渡については当社取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事
項

（注３）

(注) １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株とする。

２ (1) 新株予約権者は、上記「新株予約権の行使期間」の期間内において、当社の取締役の地位を喪失した日の翌
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日（以下、「権利行使開始日」という。）から５年間に限り、新株予約権を行使することができる。

 (2) 上記(1)に関わらず新株予約権者は以下の①または②に定める場合（ただし、②については、上記「組織再

編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項」に従って新株予約権者に再編対象会社の新株予約権が

交付される場合を除く。）には、それぞれに定める期間内に限り新株予約権を行使できるものとする。

①新株予約権者が平成38年８月31日に至るまでに権利行使開始日を迎えなかった場合

平成38年９月１日から平成39年８月31日まで

②当社が消滅会社となる合併契約承認の議案、または当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移

転計画承認の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要な場合は、当社の取締役会

決議がなされた場合）

当該承認日の翌日から15日間

 (3) 新株予約権者が新株予約権を放棄した場合には、かかる新株予約権を行使することができないものとする。

 (4) その他の新株予約権の行使の条件は、当社と新株予約権者との間に締結する新株予約権割当契約に定める

ところによる。

３ 当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転（以上

を総称して以下、「組織再編成行為」という。）をする場合において、組織再編成行為の効力発生日の直前にお

いて残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）を保有する新株予約権者に対し、それぞれの場

合につき、会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」という。）の

新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予約権は消滅

し、再編対象会社は新株予約権を新たに発行するものとする。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株

予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移

転計画において定めた場合に限るものとする。

(1) 交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

(2) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

(3) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編成行為の条件等を勘案の上、上記「新株予約権の目的となる株式の数」に準じて決定する。

(4) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定める再編後払込金額に上記(3)

に従って決定される当該各新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とす

る。再編後払込金額は、交付される各新株予約権を行使することにより交付を受けることができる再編対象

会社の株式１株当たり１円とする。

(5) 新株予約権を行使することができる期間

上記「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為

の効力発生日のうちいずれか遅い日から、上記「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使する

ことができる期間の満了日までとする。

(6) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

上記「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」に準じて決定す

る。

(7) 譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとする。

(8) 新株予約権の取得条項

残存新株予約権の取得条項に準じて決定する。

なお、残存新株予約権の取得条項は次のとおり。

以下の①、②、③、④または⑤の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場合は、

当社の取締役会決議がなされた場合）は、取締役会が別途定める日に、当社は無償で新株予約権の全部を取

得することができる。

①当社が消滅会社となる合併契約承認の議案

②当社が分割会社となる分割契約もしくは分割計画承認の議案

③当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画承認の議案
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④当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要することに

ついての定めを設ける定款の変更承認の議案

⑤新株予約権の目的である株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要すること

もしくは当該種類の株式について当社が株主総会の決議によってその全部を取得することについての定

めを設ける定款の変更承認の議案

(9) その他の新株予約権の行使の条件

上記「新株予約権の行使の条件」に準じて決定する。

　

②平成20年７月30日開催の当社取締役会の決議に基づき、平成20年９月１日に発行した新株予約権の内容

第２回新株予約権（株式報酬型ストックオプション）

　
第１四半期会計期間末現在
(平成22年６月30日)

新株予約権の数(個） 630

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 63,000（注１)

新株予約権の行使時の払込金額 新株予約権の行使により発行(移転)する株式１株につき１円

新株予約権の行使期間 平成20年９月２日～平成40年９月１日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式
の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　1,105
資本組入額　553

新株予約権の行使の条件 (注２)

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権の譲渡については当社取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事
項

(注３)

(注) １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株とする。

２ (1) 新株予約権者は、上記「新株予約権の行使期間」の期間内において、当社の取締役の地位を喪失した日の翌

日（以下、「権利行使開始日」という。）から５年間に限り、新株予約権を行使することができる。

(2) 上記(1)に関わらず新株予約権者は以下の①または②に定める場合（ただし、②については、上記「組織再

編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項」に従って新株予約権者に再編対象会社の新株予約権が交

付される場合を除く。)には、それぞれに定める期間内に限り新株予約権を行使できるものとする。

①新株予約権者が平成39年９月１日に至るまでに権利行使開始日を迎えなかった場合

平成39年９月２日から平成40年９月１日まで

②当社が消滅会社となる合併契約承認の議案、または当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移

転計画承認の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要な場合は、当社の取締役会

決議がなされた場合）

当該承認日の翌日から15日間

(3) 新株予約権者が新株予約権を放棄した場合には、かかる新株予約権を行使することができないものとする。

(4) その他の新株予約権の行使の条件は、当社と新株予約権者との間に締結する新株予約権割当契約に定める

ところによる。

３ 当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転（以上

を総称して以下、「組織再編成行為」という。）をする場合において、組織再編成行為の効力発生日の直前にお

いて残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）を保有する新株予約権者に対し、それぞれの場

合につき、会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会社」という。）の

新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予約権は消滅

し、再編対象会社は新株予約権を新たに発行するものとする。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株

予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移

転計画において定めた場合に限るものとする。
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(1) 交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

(2) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

(3) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編成行為の条件等を勘案の上、上記「新株予約権の目的となる株式の数」に準じて決定する。

(4) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定める再編後払込金額に上記(3)

に従って決定される当該各新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とす

る。再編後払込金額は、交付される各新株予約権を行使することにより交付を受けることができる再編対象

会社の株式１株当たり１円とする。

(5) 新株予約権を行使することができる期間

上記「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為

の効力発生日のうちいずれか遅い日から、上記「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使する

ことができる期間の満了日までとする。

(6) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

上記「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」に準じて決定す

る。

(7) 譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとする。

(8) 新株予約権の取得条項

残存新株予約権の取得条項に準じて決定する。

なお、残存新株予約権の取得条項は次のとおり。

以下の①、②、③、④または⑤の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場合は、

当社の取締役会決議がなされた場合）は、取締役会が別途定める日に、当社は無償で新株予約権の全部を取

得することができる。

①当社が消滅会社となる合併契約承認の議案

②当社が分割会社となる分割契約もしくは分割計画承認の議案

③当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画承認の議案

④当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要することに

ついての定めを設ける定款の変更承認の議案

⑤新株予約権の目的である株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要すること

もしくは当該種類の株式について当社が株主総会の決議によってその全部を取得することについての定

めを設ける定款の変更承認の議案

(9) その他の新株予約権の行使の条件

上記「新株予約権の行使の条件」に準じて決定する。
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③平成21年３月11日開催の当社取締役会の決議に基づき、平成21年３月30日に発行した新株予約権付社債に付された

新株予約権の内容

第１回無担保転換社債型新株予約権付社債

　
第１四半期会計期間末現在
(平成22年６月30日)

新株予約権の数(個） 60

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 6,000,000（注１)

新株予約権の行使時の払込金額 １個当たり100,000,000円（注２）

新株予約権の行使期間 平成21年３月31日～平成24年３月28日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式
の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　1,000
　　　　資本組入額　500（注３）

新株予約権の行使の条件 各新株予約権の一部行使はできないものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権は本社債から分離して譲渡できないものとする。

代用払込みに関する事項
各新株予約権の行使に際しては、当該各新株予約権に係る本社
債を出資するものとし、当該社債の価額はその額面金額と同額
とする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事
項

（注４）

新株予約権付社債の残高（千円） 6,000,000

(注) １ 本新株予約権の行使請求により当社が当社普通株式を新たに発行し、又はこれに代えて当社の保有する当社普

通株式を移転する株式の数は、行使請求に係る本社債の額面金額の総額を転換価額（1,000円）で除した数とす

る。この場合に１株未満の端数を生じたときはこれを切り捨てる。

２ 転換価額は、本新株予約権付社債の発行後、時価を下回る払込金額をもって当社株式を発行する場合並びに当社

普通株式の株式分割または当社普通株式の無償割当てをする場合等、当社普通株式数に変更を生じる場合又は

変更を生じる可能性がある場合は、下記の算式により調整される。

　

　
　 　 　 　 既発行

普通株式数
＋ 交付普通

株式数 ×

１株当たり
の

払込金額

　 調整後
転換価額

＝
調整前
転換価額

×
　 　 　 時価 　

　 既発行普通株式数　＋　交付普通株式数

　
３ 本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１項の

定めるところに従って算定された資本金等増加限度額に0.5を乗じた金額とし、計算の結果１円未満の端数を生

じる場合はその端数を切り上げた額とする。増加する資本準備金の額は、資本金等増加限度額より増加する資本

金の額を減じた額とする。

４ (1) 組織再編等（以下に定義する。）が生じた場合には、本社債の繰上償還を行う場合を除き、当社は、承継会社

等（以下に定義する。）をして、本新株予約権付社債の要項に従って本新株予約権付社債の主債務者として

の地位を承継させ、かつ、本新株予約権に代わる新たな新株予約権を交付させるよう最善の努力をするもの

とする。ただし、かかる承継及び交付については、(ⅰ)その時点で適用のある法律上実行可能であり、(ⅱ)そ

の実行のための仕組みが既に構築されているか又は構築可能であり、かつ(ⅲ)当該組織再編等の全体から

見て当社が不合理であると判断する費用（租税を含む。）を当社又は承継会社等が負担せずに実行可能で

あることを前提条件とする。また、かかる承継及び交付を行う場合、当社は、承継会社等が当該組織再編等の

効力発生日において日本の上場会社であるよう最善の努力をするものとする。

「組織再編等」とは、当社の株主総会（株主総会決議が不要な場合は、取締役会）における、(ⅰ)当社と他

の会社の合併（新設合併及び吸収合併を含むが、当社が存続会社である場合を除く。以下同じ。）、(ⅱ)会社

分割（新設分割及び吸収分割を含むが、本新株予約権付社債に基づく当社の義務が分割先の会社に移転さ

れる場合に限る。）、(ⅲ)株式交換もしくは株式移転（当社が他の会社の完全子会社となる場合に限る。以

下同じ。）、(ⅳ)資産譲渡（当社の資産の全部もしくは実質上全部の他の会社への売却もしくは移転で、そ

の条件に従って本新株予約権付社債に基づく当社の義務が相手先に移転される場合に限る。）又は(ⅴ)そ

の他の日本法上の会社再編手続で本社債及び／又は本新株予約権に基づく当社の義務が他の会社に引き受

けられることとなるものの承認決議の採択を総称する。
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「承継会社等」とは、組織再編等における相手方であって、本新株予約権付社債及び／又は本新株予約権

に係る当社の義務を引き受ける会社をいう。

(2) 上記(1)の定めに従って交付される承継会社等の新株予約権の内容は下記のとおりとする。

①新株予約権の数

当該組織再編等の効力発生日の直前において残存する本新株予約権付社債の社債権者が保有する本新

株予約権の数と同一の数とする。

②新株予約権の目的である株式の種類

承継会社等の普通株式とする。

③新株予約権の目的である株式の数

承継会社等の新株予約権の行使により交付される承継会社等の普通株式の数は、当該組織再編等の条件

等を勘案のうえ、本新株予約権付社債の要項を参照して決定するほか、下記イ、ロに従う。

イ 合併、株式交換又は株式移転の場合には、当該組織再編等の効力発生日の直前に本新株予約権を行使

した場合に得られる数の当社普通株式の保有者が当該組織再編等において受領する承継会社等の普

通株式の数を、当該組織再編等の効力発生日の直後に承継会社等の新株予約権を行使したときに受

領できるように、転換価額を定める。当該組織再編等に際して承継会社等の普通株式以外の証券又は

その他の財産が交付されるときは、当該証券又はその他の財産の価値を承継会社等の普通株式の時

価で除して得られる数に等しい承継会社等の普通株式の数を併せて受領できるようにする。

ロ 上記イ以外の組織再編等の場合には、当該組織再編等の効力発生日の直前に本新株予約権を行使した

場合に本新株予約権付社債権者が得られるのと同等の経済的利益を、当該組織再編等の効力発生日

の直後に承継会社等の新株予約権を行使したときに受領できるように、転換価額を定める。

④新株予約権の行使に際して出資される財産の内容及びその価額

承継会社等の新株予約権の行使に際しては、当該新株予約権にかかる承継された本社債を出資するもの

とし、当該本社債の価額は、承継された本社債の額面金額と同額とする。

⑤新株予約権を行使することができる期間

当該組織再編等の効力発生日又は承継会社等の新株予約権を交付した日のいずれか遅い日から、上記

「新株予約権の行使期間」に定める本新株予約権の行使期間の満了日までとする。

⑥その他の新株予約権の行使の条件

承継会社等の各新株予約権の一部行使はできないものとするほか、本新株予約権と同様の条件に服す

る。

⑦新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金

承継会社等の新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規

則第17条第１項の定めるところに従って算定された資本金等増加限度額に0.5を乗じた金額とし、計算

の結果１円未満の端数を生じる場合はその端数を切り上げた額とする。増加する資本準備金の額は、資

本金等増加限度額より増加する資本金の額を減じた額とする。

⑧組織再編等が生じた場合

承継会社等について組織再編等が生じた場合にも、本新株予約権と同様の取り扱いを行う。

⑨その他

承継会社等の新株予約権の行使により生じる１株未満の端数は切り捨て、現金による調整は行わない。

承継会社等の新株予約権は承継された本社債と分離して譲渡できない。

(3) 当社は、上記(1)の定めに従い本社債に基づく当社の義務を承継会社等に引き受け又は承継させる場合、本

新株予約権付社債の要項の趣旨に従う。
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④平成21年８月12日開催の当社取締役会の決議に基づき、平成21年９月１日に発行した新株予約権の内容

第３回新株予約権（株式報酬型ストックオプション）

　
第１四半期会計期間末現在
(平成22年６月30日)

新株予約権の数(個） 801

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 80,100（注１)

新株予約権の行使時の払込金額 新株予約権の行使により発行(移転)する株式１株につき１円

新株予約権の行使期間 平成21年９月２日～平成41年９月１日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式
の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　869
資本組入額　435

新株予約権の行使の条件 (注２)

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権の譲渡については当社取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事
項

(注３)

(注) １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株とする。

２ (1) 新株予約権者は、上記「新株予約権の行使期間」の期間内において、当社の取締役の地位を喪失した日の翌

日（以下、「権利行使開始日」という。）から５年間に限り、新株予約権を行使することができる。

(2) 上記(1)に関わらず新株予約権者は以下の①または②に定める場合（ただし、②については、上記「組織再

編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項」に従って新株予約権者に再編対象会社の新株予約権が交

付される場合を除く。)には、それぞれに定める期間内に限り新株予約権を行使できるものとする。

①新株予約権者が平成40年９月１日に至るまでに権利行使開始日を迎えなかった場合

平成40年９月２日から平成41年９月１日まで

②当社が消滅会社となる合併契約承認の議案、または当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移

転計画承認の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要な場合は、当社の取締役会

決議がなされた場合）

当該承認日の翌日から15日間

(3) 新株予約権者が新株予約権を放棄した場合には、かかる新株予約権を行使することができないものとする。

(4) その他の新株予約権の行使の条件は、当社と新株予約権者との間に締結する新株予約権割当契約に定める

ところによる。

３ 当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転（以上

を総称して以下、「組織再編成行為」という。）をする場合において、組織再編成行為の効力発生日の直前にお

いて残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）を保有する新株予約権者に対し、それぞれの場

合につき、会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会社」という。）の

新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予約権は消滅

し、再編対象会社は新株予約権を新たに発行するものとする。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株

予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移

転計画において定めた場合に限るものとする。

(1) 交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

(2) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

(3) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編成行為の条件等を勘案の上、上記「新株予約権の目的となる株式の数」に準じて決定する。
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(4) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定める再編後払込金額に上記(3)

に従って決定される当該各新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とす

る。再編後払込金額は、交付される各新株予約権を行使することにより交付を受けることができる再編対象

会社の株式１株当たり１円とする。

(5) 新株予約権を行使することができる期間

上記「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為

の効力発生日のうちいずれか遅い日から、上記「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使する

ことができる期間の満了日までとする。

(6) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金に関する事項

上記「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」に準じて決定す

る。

(7) 譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとする。

(8) 新株予約権の取得条項

残存新株予約権の取得条項に準じて決定する。

なお、残存新株予約権の取得条項は次のとおり。

以下の①、②、③、④または⑤の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場合は、

当社の取締役会決議がなされた場合）は、取締役会が別途定める日に、当社は無償で新株予約権の全部を取

得することができる。

①当社が消滅会社となる合併契約承認の議案

②当社が分割会社となる分割契約もしくは分割計画承認の議案

③当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画承認の議案

④当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要することに

ついての定めを設ける定款の変更承認の議案

⑤新株予約権の目的である株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要すること

もしくは当該種類の株式について当社が株主総会の決議によってその全部を取得することについての定

めを設ける定款の変更承認の議案

(9) その他の新株予約権の行使の条件

上記「新株予約権の行使の条件」に準じて決定する。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成22年４月１日～
平成22年６月30日

─ 194,205 ─ 30,013 ─ 31,491
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(6) 【大株主の状況】

１  当第１四半期会計期間において、㈱三菱東京ＵＦＪ銀行及びその共同保有者である三菱ＵＦＪ信託銀行㈱、三

菱ＵＦＪ証券㈱、三菱ＵＦＪ投信㈱、三菱ＵＦＪアセット・マネジメント（ＵＫ）から平成22年４月５日付で

関東財務局長に提出された大量保有報告書の変更報告書により、平成22年３月29日現在で以下の株式を保有

している旨の報告を受けておりますが、当社として当第１四半期会計期間末における実質所有株式数の確認

ができておりません。

なお、大量保有報告書の変更報告書の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等
の数(千株)

株券等
保有割合(％)

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 1,349 0.69

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 8,417 4.33

三菱ＵＦＪ証券㈱（注） 東京都千代田区丸の内二丁目４番１号 98 0.05

三菱ＵＦＪ投信㈱ 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 403 0.21

三菱ＵＦＪアセット・マネジメン
ト（ＵＫ）

12-15 Finsbury Circus,London,EC2M
7BT,United Kingdom

2 0.00

（注）三菱ＵＦＪ証券㈱は、平成22年４月１日付で社名を三菱ＵＦＪ証券ホールディングス㈱に変更いたしました。

　

２　当第１四半期会計期間において、アライアンス・バーンスタイン・エル・ピー及びその共同保有者であるアラ

イアンス・バーンスタイン㈱から平成22年６月21日付で関東財務局長に提出された大量保有報告書の変更報

告書により、平成22年６月15日現在で以下の株式を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として当

第１四半期会計期間末における実質所有株式数の確認ができておりません。

なお、大量保有報告書の変更報告書の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等
の数(千株)

株券等
保有割合(％)

アライアンス・バーンスタイン・
エル・ピー

アメリカ合衆国10105、ニューヨーク
州、ニューヨーク、アベニュー・オブ・
ジ・アメリカズ1345

6,194 3.19

アライアンス・バーンスタイン㈱
東京都千代田区丸の内一丁目８番３号
　丸の内トラストタワー本館

3,909 2.01
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できず、記

載することができませんので、直前の基準日である平成22年３月31日の株主名簿により記載しておりま

す。

① 【発行済株式】

平成22年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ─ ― ─

議決権制限株式(自己株式等) ─ ― ─

議決権制限株式(その他) ─ ― ─

完全議決権株式(自己株式等)

（自己保有株式）
― ─

普通株式 330,000

（相互保有株式）
― ─

普通株式 73,000

完全議決権株式(その他)
普通株式 　

191,476 ─
　 191,476,000

単元未満株式
普通株式 　

― ─
　 2,326,057

発行済株式総数 194,205,057― ─

総株主の議決権 ― 191,476 ─

(注)　１　「完全議決権株式（その他）」及び「単元未満株式」の欄には、証券保管振替機構名義の株式がそれぞれ

35,000株（議決権35個）及び457株含まれております。

２　「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式429株並びに株式会社ガスネット所有の相互保有株式336株

が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成22年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義

所有株式数(株)
他人名義

所有株式数(株)
所有株式数
の合計(株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

（自己保有株式）
エア・ウォーター
株式会社

札幌市中央区
北３条西
１丁目２番地

330,000― 330,000 0.17

（相互保有株式）
株式会社ガスネット

堺市堺区
高須町２丁
２番２号

73,000 ― 73,000 0.04

計 ― 403,000― 403,000 0.21

(注)　１　株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が1,000株（議決権１個）ありま

す。

なお、当該株式数は上記「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」の欄に含まれております。

２　当第１四半期会計期間末における自己株式数は、以下のとおりであります。

　　　自己株式数　　　　　　　　　　　　　　　　3,059,858 株

　　　　うち、当社所有等自己株式数　　　　　　　1,336,858 株

　　　　うち、持株会信託所有当社自己株式数　　　1,723,000 株
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２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成22年
４月 ５月 ６月

最高(円) 1,0781,0521,060

最低(円) 1,013 947 958

(注)　上記の株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び前第１四半期連

結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づ

き、当第１四半期連結会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第１四半期連結累

計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて

作成しております。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結会計期間（平成21年４月

１日から平成21年６月30日まで）及び前第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30

日まで）に係る四半期連結財務諸表については、あずさ監査法人により四半期レビューを受け、当第１四半

期連結会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成22

年４月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表については、有限責任 あずさ監査法人

により四半期レビューを受けております。

なお、従来から当社が監査証明を受けているあずさ監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成22年

７月１日をもって有限責任 あずさ監査法人となりました。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 19,121 22,303

受取手形及び売掛金 90,984 91,485

商品及び製品 15,285 14,859

仕掛品 8,613 8,291

原材料及び貯蔵品 6,009 5,882

その他 18,482 15,872

貸倒引当金 △1,466 △1,652

流動資産合計 157,031 157,042

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※１
 36,946

※１
 36,431

機械装置及び運搬具（純額） ※１
 61,787

※１
 60,828

土地 45,622 44,244

その他（純額） ※１
 22,886

※１
 23,209

有形固定資産合計 167,243 164,713

無形固定資産

のれん 12,873 12,011

その他 2,025 1,791

無形固定資産合計 14,899 13,802

投資その他の資産

投資有価証券 34,006 36,252

その他 24,007 22,605

貸倒引当金 △1,526 △1,659

投資その他の資産合計 56,487 57,199

固定資産合計 238,630 235,715

資産合計 395,661 392,758
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 62,530 62,414

短期借入金 54,203 45,343

1年内償還予定の社債 115 115

未払法人税等 2,820 8,314

その他の引当金 47 259

その他 25,337 24,191

流動負債合計 145,054 140,638

固定負債

社債 7 7

新株予約権付社債 6,000 6,000

長期借入金 55,664 56,899

退職給付引当金 8,586 8,170

その他の引当金 917 963

その他 16,981 16,129

固定負債合計 88,156 88,171

負債合計 233,211 228,809

純資産の部

株主資本

資本金 30,013 30,013

資本剰余金 32,182 32,182

利益剰余金 98,455 96,048

自己株式 △3,121 △370

株主資本合計 157,530 157,875

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 2,885 4,234

繰延ヘッジ損益 △354 △206

土地再評価差額金 △8,920 △8,920

為替換算調整勘定 158 157

評価・換算差額等合計 △6,230 △4,735

新株予約権 192 171

少数株主持分 10,958 10,637

純資産合計 162,450 163,949

負債純資産合計 395,661 392,758
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年６月30日)

売上高 100,209 113,447

売上原価 74,596 85,908

売上総利益 25,613 27,538

販売費及び一般管理費 ※１
 19,150

※１
 20,083

営業利益 6,462 7,455

営業外収益

受取利息 61 70

受取配当金 214 326

持分法による投資利益 － 312

その他 410 589

営業外収益合計 686 1,298

営業外費用

支払利息 520 435

持分法による投資損失 26 －

設備賃貸費用 － 143

その他 234 107

営業外費用合計 781 686

経常利益 6,367 8,067

特別利益

固定資産売却益 30 24

特別利益合計 30 24

特別損失

固定資産除売却損 338 90

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 77

その他 173 64

特別損失合計 512 232

税金等調整前四半期純利益 5,885 7,859

法人税等 ※２
 2,637

※２
 3,356

少数株主損益調整前四半期純利益 － 4,502

少数株主利益 253 329

四半期純利益 2,994 4,173
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 5,885 7,859

減価償却費 3,993 4,729

のれん償却額 305 296

貸倒引当金の増減額（△は減少） 178 31

退職給付引当金の増減額（△は減少） △10 108

受取利息及び受取配当金 △275 △396

支払利息 520 435

持分法による投資損益（△は益） 26 △312

固定資産除売却損益（△は益） 307 66

売上債権の増減額（△は増加） 2,652 4,916

たな卸資産の増減額（△は増加） 5,606 △605

仕入債務の増減額（△は減少） △9,462 △4,893

その他 1,591 △1,661

小計 11,320 10,572

利息及び配当金の受取額 1,304 662

利息の支払額 △399 △368

法人税等の支払額 △4,479 △8,775

営業活動によるキャッシュ・フロー 7,745 2,091

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △4,493 △4,186

有形固定資産の売却による収入 162 36

無形固定資産の取得による支出 △180 △89

投資有価証券の取得による支出 △185 △1,206

投資有価証券の売却による収入 0 2

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

－ △448

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る収入

252 －

貸付けによる支出 △10,560 △2,130

貸付金の回収による収入 8,336 1,156

その他 71 365

投資活動によるキャッシュ・フロー △6,596 △6,500
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（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年６月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △1,530 7,055

長期借入れによる収入 1,120 2,418

長期借入金の返済による支出 △2,704 △2,901

社債の償還による支出 △20 －

自己株式の取得による支出 － △2,756

配当金の支払額 △2,034 △2,132

少数株主への配当金の支払額 △222 △216

その他 △175 △223

財務活動によるキャッシュ・フロー △5,566 1,244

現金及び現金同等物に係る換算差額 6 △0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △4,409 △3,164

現金及び現金同等物の期首残高 23,185 21,528

合併に伴う現金及び現金同等物の増加額 79 6

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 － 276

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 18,855

※
 18,647
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】
　

　
当第１四半期連結会計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日)

１　連結の範囲の変更 精研医科工業㈱については、重要性が増加したため、当第１四半期連結会計期

間より連結子会社に含めることとしました。

東北キャリテック㈱については、株式の取得により子会社となったため、当第

１四半期連結会計期間より連結子会社に含めることとしました。なお、商号をエ

ア・ウォーター食品物流㈱に変更しております。

北海道エア・ウォーター㈱、エー・ダブリュー・アイ・メディカルサービス

㈱については、当第１四半期連結会計期間において連結子会社エア・ウォー

ター・エネルギー㈱と合併し解散したため、連結の範囲から除いております。な

お、合併に伴い、存続会社であるエア・ウォーター・エネルギー㈱は、北海道エ

ア・ウォーター㈱に商号を変更しております。

　旭ソルト㈱、赤穂ソルト開発㈱、讃岐ましお㈱については、当第１四半期連結会

計期間において連結子会社㈱日本海水と合併し解散したため、連結の範囲から

除いております。

井上喜㈱については、株式の取得により子会社となったため、当第１四半期連

結会計期間より連結子会社に含めることとしました。

近畿エア・ウォーター㈱については、重要性が増加したため、当第１四半期連

結会計期間より連結子会社に含めることとしました。

エア・ウォーターＮＶ㈱については、重要性が増加したため、当第１四半期連

結会計期間より連結子会社に含めることとしました。

 

２　持分法の適用の範囲の変更 当第１四半期連結会計期間より、重要性が増した㈱ガスネットを持分法の適

用の範囲に含めています。

３　会計処理基準に関する事項の変

更

 
 
 

 １「持分法に関する会計基準」及び「持分法適用関連会社の会計処理に関す

る当面の取扱い」の適用

　当第１四半期連結会計期間より、「持分法に関する会計基準」（企業会計

基準第16号　平成20年３月10日公表分）及び「持分法適用関連会社の会計

処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第24号　平成20年３月10日）

を適用しております。

　これによる損益に与える影響はありません。

　

　２「資産除去債務に関する会計基準」等の適用

　当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企

業会計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を

適用しております。

　これによる損益に与える影響は軽微であります。

　

　３「企業結合に関する会計基準」等の適用

　当第１四半期連結会計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会

計基準第21号　平成20年12月26日）、「連結財務諸表に関する会計基準」

（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）、「「研究開発費等に係る会計

基準」の一部改正」（企業会計基準第23号　平成20年12月26日）、「事業分

離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成20年12月26日）、「持

分法に関する会計基準」（企業会計基準第16号　平成20年12月26日公表

分）及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」

（企業会計基準適用指針第10号　平成20年12月26日）を適用しております。
　

EDINET提出書類

エア・ウォーター株式会社(E00792)

四半期報告書

28/40



　

【表示方法の変更】

当第１四半期連結会計期間
(自　平成22年４月１日
  至　平成22年６月30日)

(四半期連結貸借対照表関係）

　前第１四半期連結会計期間において、流動資産に区分掲記しておりました「有価証券」（当第１四半期連結会計

期間は０百万円）は、重要性が減少したため、当第１四半期連結会計期間では流動資産の「その他」に含めて表示

しております。

 

(四半期連結損益計算書関係)

　前第１四半期連結累計期間において、営業外費用の「その他」に含めて表示しておりました「設備賃貸費用」は、

重要性が増加したため、当第１四半期連結累計期間より区分掲記しております。なお、前第１四半期連結累計期間の

営業外費用の「その他」に含まれる「設備賃貸費用」は101百万円であります。
 

     「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用によ

り、当第１四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　前第１四半期連結累計期間において、財務活動によるキャッシュ・フローの「その他」に含めて表示しておりま

した「自己株式の取得による支出」は、重要性が増加したため、当第１四半期連結累計期間より区分掲記しており

ます。なお、前第１四半期連結累計期間の財務活動によるキャッシュ・フローの「その他」に含まれる「自己株式

の取得による支出」は△11百万円であります。
　

【簡便な会計処理】

　
当第１四半期連結会計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日)

　繰延税金資産の回収可能性の判断

 
繰延税金資産の回収可能性の判断に関して、前連結会計年度末以降に経営環

境等、かつ、一時差異等の発生状況の著しい変化がないと認められる場合に、前

連結会計年度において使用した将来の業績予測やタックス・プランニングを利

用する方法を適用しております。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　
当第１四半期連結会計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日)

　税金費用の計算 連結子会社の税金費用については、主として当第１四半期連結会計期間を含

む連結会計年度の税金等調整前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税

率を合理的に見積り、税金等調整前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて

計算しております。
　

【追加情報】

当第１四半期連結会計期間
(自　平成22年４月１日
  至　平成22年６月30日)

(従業員持株会信託型ＥＳＯＰにおける会計処理について）

　当社は、平成22年５月14日開催の取締役会の決議により、当社グループ社員持株会を活用した中長期的な企業価値

向上と福利厚生の拡充を目的としたインセンティブ・プランとして「従業員持株会信託型ＥＳＯＰ」を導入して

おります。

　この導入に伴い、当社が信託銀行に持株会専用の信託（以下、「持株会信託」といいます。）を設定しております。

また、当第１四半期連結会計期間において、持株会信託は当社株式1,723千株を取得しております。

　当該株式の取得・処分については、経済的実態を重視する観点から、当社と持株会信託は一体であるとする会計処

理をしており、持株会信託が所有する当社株式や持株会信託の資産及び負債並びに費用及び収益については四半期

連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書に含めて計上しております。

　なお、当第１四半期連結会計期間末において持株会信託が所有する自己株式数は1,723千株であります。
　

EDINET提出書類

エア・ウォーター株式会社(E00792)

四半期報告書

29/40



　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、190,839百万円

であります。

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、188,436百万　　

円であります。

２　偶発債務 ２　偶発債務

銀行借入等に対する保証債務 銀行借入等に対する保証債務

従業員(財形住宅融資) 395百万円

草加化学工業団地(協) 151百万円

大連金弘橡?有限公司 150百万円

共英リサイクル㈱
他５社

65百万円

計 762百万円

　

従業員(財形住宅融資) 414百万円

草加化学工業団地(協) 160百万円

大連金弘橡?有限公司 150百万円

共英リサイクル㈱
他５社

68百万円

計 793百万円

　

　

(四半期連結損益計算書関係)

第１四半期連結累計期間

　

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日)

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

給与諸手当及び賞与 7,129百万円 給与諸手当及び賞与 7,688百万円

退職給付費用 521百万円 退職給付費用 593百万円

役員退職慰労引当金繰入額 41百万円 役員退職慰労引当金繰入額 40百万円

運賃荷造費 2,393百万円 運賃荷造費 1,690百万円

減価償却費 1,989百万円 減価償却費 2,094百万円

賃借料 1,039百万円 賃借料 1,034百万円

貸倒引当金繰入額 183百万円 貸倒引当金繰入額 9百万円

※２　法人税等調整額は法人税等に含めて表示しており

ます。

※２　法人税等調整額は法人税等に含めて表示しており

ます。
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 17,643百万円

預入期間が３か月を超える　　　　定

期預金
△790百万円

流動資産の「有価証券」 2,001百万円

現金及び現金同等物 18,855百万円
 

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 19,121百万円

預入期間が３か月を超える　　　　定

期預金
△475百万円

流動資産の「その他」に含まれる

「有価証券」
0百万円

現金及び現金同等物 18,647百万円

 

　

(株主資本等関係)

当第１四半期連結会計(累計)期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 194,205,057

　
２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 3,059,858

（注）当第１四半期連結会計期間末に持株会信託が保有する当社株式1,723,000株を含めて記載しております。

　
３　新株予約権等に関する事項

ストック・オプションとしての新株予約権

新株予約権の当第１四半期連結会計期間末残高　提出会社　192百万円

　

　

４　配当に関する事項

配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成22年５月14日
取締役会

普通株式 利益剰余金 2,132 11平成22年３月31日 平成22年６月30日

　

５　株主資本の金額の著しい変動に関する事項

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。
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(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)
　

　
産業　　　関
連事業
(百万円)

医療　　　　
関連事業
(百万円)

ケミカル　
関連事業
(百万円)

エネル
ギー関連　
　事業
(百万円)

その他の　
事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は　
全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

47,92112,49122,2348,9258,636100,209 ― 100,209

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

732 94 25 117 3,1724,142(4,142) ―

計 48,65312,58622,2599,04211,808104,351(4,142)100,209

営業利益 4,275 545 576 582 481 6,462   ― 6,462

（注）１　事業区分の方法

当社の事業区分の方法は、製品、商品、サービスの販売市場の共通性により、区分しております。

２　各事業区分の主要製品
事業区分 製品・商品区分 主要製品・商品

産業関連事業
産業関連製品・商品
エンジニアリング関連製
品・商品

酸素・窒素・アルゴン・水素・溶解アセチレン・石油系溶断ガス・炭酸ガス
・ヘリウム・特殊ガス・レアガス等の高圧ガス、産業用機械器具・材料・装
置、ガス発生装置、半導体用ガス関連機器、鉄鋼関連品、工業用ゴム製品、エア
ゾール製品、金属表面処理業務、高圧ガス関連設備工事ほか

医療関連事業 医療関連製品・商品

酸素・窒素・炭酸ガス・亜酸化窒素・滅菌ガス・液化ヘリウム・特殊ガス等
の医療用ガス、医療機器類、病院設備工事、在宅酸素療法・受託滅菌・病院物
品物流管理等の医療関連サービス、介護機器、介護用品等のレンタル及び介護
関連サービスほか

ケミカル関連
事業

ケミカル関連製品・商品
コークス炉ガス、基礎化学品、ファインケミカル製品、電融マグネシア、酸化マ
グネシウム、セラミック製品、フェノール樹脂応用製品、塩及び製塩副産物ほ
か

エネルギー
関連事業

エネルギー関連製品・
商品

ＬＰガス・灯油等の石油製品、ＬＰガス・灯油消費機器類、厨房及びコージェ
ネレーションシステム、天然ガスほか

その他の事業 その他
冷凍食品、食肉加工品、リース・ファイナンス等の金融業、情報処理サービス
業、運送業ほか

　

【所在地別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)

本邦の売上高の金額は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメ

ント情報の記載を省略しております。
　

【海外売上高】

前第１四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。
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【セグメント情報】

(追加情報)

当第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号 

平成21年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指

針第20号  平成20年３月21日)を適用しております。

　

１  報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が経営

資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

　当社は、製品・サービス別に包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しており、産業ガス関連事業、エレク

トロニクス関連事業、ケミカル関連事業、医療関連事業、エネルギー関連事業、その他の事業を営んでおりま

す。

　従って、当社は製品・サービス別の事業セグメントから構成されており、「産業ガス関連事業」「エレク

トロニクス関連事業」「ケミカル関連事業」「医療関連事業」「エネルギー関連事業」「その他の事業」

の６つを報告セグメントとしております。

 「産業ガス関連事業」は、酸素・窒素・アルゴン等の産業ガスの製造・販売のほか高圧ガス関連設備工事

及びガス発生装置の製作・据付をしております。「エレクトロニクス関連事業」は、特殊ガス等の特殊材料

の製造・販売をしております。「ケミカル関連事業」は、基礎化学品やファインケミカル製品等の製造・販

売をしております。「医療関連事業」は、酸素・窒素等の医療用ガスの製造・販売のほか各種医療機器、病

院設備工事等の事業を展開しております。「エネルギー関連事業」は、ＬＰガス・灯油等の石油製品等の販

売をしております。「その他の事業」は、物流事業、食品事業、海水事業及びエアゾール事業等から構成して

おります。食品事業は冷凍食品及び食肉加工品等の製造・販売をしており、海水事業は塩及び製塩副産物並

びに電融マグネシア及び酸化マグネシウム等の製造・販売をしております。

　

２  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第１四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日)

　 　 　 　 　 　 　 (単位：百万円)

　

報告セグメント 　

調整額　
(注)１

四半期連
結損益計
算書計上
額(注)２

産業ガス　
関連事業

エレクト
ロニクス　
関連事業

ケミカル　
関連事業

医療関連　
事業

エネル
ギー関連
 事業

その他の
事業

計

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　 　

外部顧客への
売上高

31,59111,75120,35814,56610,72624,453113,447 ― 113,447

セグメント間の　　
　　内部売上高又は
振替高

2,995 50 0 76 179 3,9687,270(7,270) ―

計 34,58611,80220,35814,64210,90528,422120,718(7,270)113,447

セグメント利益 3,0971,002 970 690 566 1,4387,765 301 8,067

（注）１ セグメント利益の調整額は、各報告セグメントに配分していない当社本社部門及び研究開発部門の費用並びに

財務関連の損益等であります。

２ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

　

EDINET提出書類

エア・ウォーター株式会社(E00792)

四半期報告書

33/40



　

(金融商品関係)

金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動

がありません。
　

(有価証券関係)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動

がありません。
　

(デリバティブ取引関係)

ヘッジ会計をすべて適用しているため、該当事項はありません。
　

(ストック・オプション等関係)

当第１四半期連結累計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日)

四半期連結財務諸表への影響額に重要性がないため、記載を省略しております。
　

(企業結合等関係)

当第１四半期連結会計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）

共通支配下の取引等
　

（支社機能の会社分割）

１．対象となった事業の名称及びその事業の内容、企業結合日、企業結合の法的形式、結合後企業の名

称及び取引の目的

(1) 対象となった事業の名称及びその事業の内容

事業の名称　　当社の産業関連事業並びに医療関連事業に係る支社機能

事業の内容　　産業用ガス及び医療用ガスの販売等

(2) 企業結合日

平成22年４月１日

(3) 企業結合の法的形式

エア・ウォーター㈱（当社）を分割会社、東北エア・ウォーター㈱、関東エア・ウォーター㈱、

東京エア・ウォーター㈱、新潟エア・ウォーター㈱、中部エア・ウォーター㈱、近畿エア・ウォー

ター㈱、中国エア・ウォーター㈱、四国エア・ウォーター㈱及び九州エア・ウォーター㈱（当社の

連結子会社）を承継会社とする会社分割

(4) 結合後企業の名称

東北エア・ウォーター㈱、関東エア・ウォーター㈱、東京エア・ウォーター㈱、新潟エア・

ウォーター㈱、中部エア・ウォーター㈱、近畿エア・ウォーター㈱、中国エア・ウォーター㈱、四国

エア・ウォーター㈱及び九州エア・ウォーター㈱（当社の連結子会社）

(5) その他取引の概要に関する事項

地域に密着した事業の積極的な推進を図るため、地域組織体制を抜本的に見直し、当社の支社・

営業所を平成22年４月１日を期日とする会社吸収分割により当社100％出資の９つの各地域事業

会社に承継いたしました。
　

２．実施した会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成20年12月26日）及び「企業結合会

計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　平成20年12

月26日）に基づき、共通支配下の取引として処理しております。
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（金属表面処理事業の会社分割）
　

１．対象となった事業の名称及びその事業の内容、企業結合日、企業結合の法的形式、結合後企業の名

称及び取引の目的

(1) 対象となった事業の名称及びその事業の内容

事業の名称　　当社の金属表面処理事業

事業の内容　　金属表面処理事業並びにこれに関する技術及びノウハウの販売

(2) 企業結合日

平成22年４月１日

(3) 企業結合の法的形式

エア・ウォーター㈱（当社）を分割会社、エア・ウォーターＮＶ㈱（当社の連結子会社）を承

継会社とする会社分割

(4) 結合後企業の名称

エア・ウォーターＮＶ㈱（当社の連結子会社）

(5) その他取引の概要に関する事項

ユーザーに密着した、より機動的な事業展開を可能にするため、当社の金属表面処理事業を平成

22年４月１日を期日とする会社吸収分割により当社100％出資のエア・ウォーターＮＶ㈱に承継

いたしました。
　

２．実施した会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成20年12月26日）及び「企業結合会

計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　平成20年12

月26日）に基づき、共通支配下の取引として処理しております。

　

(資産除去債務関係)

資産除去債務の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動がありません。
　

(賃貸等不動産関係)

賃貸等不動産の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動がありません。

EDINET提出書類

エア・ウォーター株式会社(E00792)

四半期報告書

35/40



　

(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

　 　

　 791.54円
　

　 　

　 789.89円
　

　

２  １株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額 16.19円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益
金額

15.27円
　

１株当たり四半期純利益金額 21.67円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益
金額

21.11円

　
　

(注)１　１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

項目
前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(百万円) 2,994 4,173

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 2,994 4,173

普通株式の期中平均株式数(千株) 184,912 192,564

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定に用

いられた四半期純利益調整額の主要な内訳(百万円)
 

　 　

支払利息（税額相当額控除後） 59 23

四半期純利益調整額(百万円) 59 23

普通株式増加数(千株) 15,116 6,196

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり四
半期純利益金額の算定に含まれなかった潜在株式につい
て前連結会計年度末から重要な変動がある場合の概要 ― ―

　

２　持株会信託が所有する当社株式については、四半期連結財務諸表において自己株式として会計処理しているため、
「１株当たり純資産額」の算定に用いられた当第１四半期連結会計期間末の普通株式数並びに「普通株式の期
中平均株式数」は、当該株式を控除し算定しております。

　

(重要な後発事象)
　

当第１四半期連結会計期間

(自　平成22年４月１日

  至　平成22年６月30日)

(自己株式の取得）

　当社は、平成22年６月29日開催の取締役会において、会社法第459条第１項第１号の規定による定款の定めに基づ

き、自己株式を取得することを決議し、自己株式の取得を以下のとおり実施いたしました。
　

１　取得を行う理由　　　　　　経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行を行うため

２　取得した株式の種類　　　　当社普通株式

３　取得した株式の総数　　　　1,600千株

４　株式の取得価額の総額　　　1,561百万円

５　取得期間　　　　　　　　　平成22年７月５日から平成22年７月30日まで

６　取得方法　　　　　　　　　東京証券取引所における市場買付
　

(リース取引関係)

前連結会計年度末に比べてリース取引残高に著しい変動は認められません。
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２ 【その他】

(1)当社は、平成22年５月14日開催の取締役会において、次のとおり剰余金の配当（期末）を行うことを決

議しました。

①配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2,132百万円

②１株当たり配当金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 11円00銭

③支払請求の効力発生日              　　　　　　　　 平成22年６月30日

　

(2)その他、特記すべき事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成21年８月13日

エア・ウォーター株式会社

取締役会  御中

　

あずさ監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    川    井    一    男    印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    田    中    基    博    印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    吉    形    圭    右    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているエア

・ウォーター株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計

期間(平成21年４月１日から平成21年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平

成21年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及

び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明すること

にある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、エア・ウォーター株式会社及び連結子会社の

平成21年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成22年８月12日

エア・ウォーター株式会社

取締役会  御中

　

有限責任 あずさ監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士   川　井   一　男 　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士   田　中   基　博　 　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士   吉　形　 圭　右　 　印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているエア

・ウォーター株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計

期間(平成22年４月１日から平成22年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平

成22年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及

び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明すること

にある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、エア・ウォーター株式会社及び連結子会社の

平成22年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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